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1．研究の背景

　現在，車社会が進んだことによって引き起こされる渋滞などの問題を解決する手段とし
て，MaaS�（マース：Mobility�as�a�Service）が注目されている。MaaS とは，2014 年にフィ
ンランドで提唱された概念であり，マイカー中心の生活から，さまざまな交通手段を利用
することで実現をしていた移動をサービスといった形で一括して提供することを目的とし
ている。
　欧州では，既にサービスとして MaaS が提供されている国も存在している。国によって
交通サービスの事情が異なっており，単純に導入状況の比較をすることはできないが，日
本においては推進をしている最中であり，国土交通省による実証実験が 3 年目を迎えたと
ころである。
　この国土交通省の実証実験である日本版 MaaS 推進・支援事業に 3 年間に渡って継続し
て採択されている事業は 4 つある。前橋市を対象とした「MaeMaaS�（前橋版 MaaS）社
会実装事業」，川崎市と箱根町を対象とした「川崎・箱根観光 MaaS 実証実験」，静岡市を
対象とした「静岡型 MaaS 基幹事業実証実験」，京都府与謝野町を対象とした「京都北部
地域における MaaS 実証事業」である［1］。
　これらの 4 つの事業では，3 年間に渡って MaaS の実証実験を継続していることから，
MaaS を実現するために必要とされる MaaS アプリや Web サービスの活用も進展してい
ることが推測される。MaaS の活用を進めるためには，MaaS アプリや Web サービスの
機能が充分に備わっている必要があることから，欧州の MaaS アプリと同等の機能がある
程度は利用可能になっていると考えられる。
　また，MaaS アプリや Web サービスには，乗換案内などの機能の他に，交通サービス
を利用するための予約，決済機能の実装も必要となる。決済サービスを扱うということは，
MaaS アプリや Web サービスは金融情報システムに関係する機能を持つことになる。他
の情報システムと比較して，金融情報システムは構築にも管理にも信頼性が求められる。
従って，MaaS アプリや Web サービスを開発するまでに，同等の機能の開発経験やノウ
ハウの蓄積をすることが重要であると考えられる。

〔論　説〕
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　そこで本研究では，令和元年度から令和 3 年度の国土交通省の日本版 MaaS 推進・支援
事業に継続して採択された 4 つの事業を対象として，日本における MaaS アプリの備えて
いる機能と開発を担当した企業のアプリや Web サービスの開発経験について明らかにす
ることを目的とする。

2．先行研究

2.1．MaaS について
2.1.1．MaaS の定義
　近年，モビリティを変革するものとして注目を集めている MaaS とは，フィンランドの
Heikkilä が提唱をした概念である。Heikkilä�（2014）は，「競合するモビリティオペレータ
市場において，モビリティサービスを個別かつ，柔軟なサービスとして提供する組織は
Mobility�as�a�Service�（MaaS）と呼ばれる。MaaS は，モビリティオペレータがモビリティ
サービスを包括的に提供する状況を指す。モビリティオペレータが提供するさまざまな
サービスは，あらゆる移動の需要を満たすため，自動車を所有する必要性が低くなる。」
と MaaS の定義をしている［2］。この MaaS を実現することにより，それまで別々に提供
されてきたモビリティサービスを一括して利用することができるようになる。その結果と
して，マイカーに依存をしていた移動から，公共交通の活用へとシフトすることを目的と
したものである。
　UITP�（国際公共交通連合）の定義では，「MaaS とは，稼働中のモビリティと効率的な
公共交通システムを基盤に，さまざまな交通サービス（公共交通機関，ライドシェア，カー
シェア，自転車シェア，スクーターシェア，タクシー，レンタカー，ライドヘイリングな
ど）を統合し，単一のデジタル化したモビリティサービスとして利用することである。こ
のオーダーメイドのサービスは，ユーザーの移動の需要に基づいて最適な解決策を提案す
る。MaaS はいつでも利用可能であり，計画，予約，決済から乗換案内までを提供するこ
とで，自動車を持たなくても，簡単に移動し，生活することができるようになる。」となっ
ている［3］。この定義では，稼働をしているさまざまな交通サービスを活用し，統合した
モビリティサービスとして提供をすることで，マイカー中心の生活からの転換が推し進め
られるとしている。この定義においても Heikkilä によるものと同様に，快適に利用ので
きる単一のモビリティサービスを提供することによって，マイカーが中心となっている生
活から公共交通機関の利用だけで移動をすることが可能な生活にシフトすることが目的と
なっている。
　また，ERTICO�（欧州 ITS�（高度道路交通システム）推進のための官民連帯組織）によっ
て設立された MaaS アライアンスの定義では「MaaS とは，さまざまな形態の交通サービ
スを統合し，オンデマンドでアクセス可能な単一のモビリティサービスとして提供するこ
とにある。ユーザにとって MaaS の価値は，複数のチケット発券や支払いの操作の代わり
に，アプリケーションを通じた単一の支払いチャネルで，モビリティへのアクセスを提供
することである。MaaS の目的は，自動車所有への依存に代わる，便利で柔軟，かつ信頼
性が高く，より安価な移動手段を提供することである。」とされている［4］。MaaS アラ
イアンスの定義においても，マイカー依存となっているモビリティからの転換が主要な目
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的となっている。このように，MaaS を提唱したフィンランドをはじめ，MaaS の導入が
進んでいる国の多い欧州においては，マイカー中心の社会となったことで引き起こされる
交通渋滞などが問題となっていることから，公共交通機関の利用を促進したいといった
MaaS の狙いをうかがい知ることができる。
　続いて日本における MaaS の定義について考える。MaaS の実証実験などの推進をして
いる国土交通省は，「新たなモビリティサービスである MaaS は，スマートフォンや�PC
等で利用可能なアプリケーション等により，地域住民や旅行者一人一人のトリップ単位で
の移動ニーズに対応して，複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを最適に組み合わせ
て，検索・予約・決済等を一括で行うサービスである。」と MaaS を定義している［5］。
国土交通省の MaaS の定義においては，欧州における MaaS の定義と同様に，スマート
フォンのアプリケーションなどを用いて，移動サービスを最適な形で提供することを目的
としている。この定義では，モビリティの最適化を主眼としており，マイカーによる移動
からの転換といったことには言及がされていないことが分かる。
　また，総務省による定義では「電車やバス，飛行機など複数の交通手段を乗り継いで移
動する際，それらを跨いだ移動ルートは検索可能となりましたが，予約や運賃の支払いは，
各事業者に対して個別に行う必要があります。このような仕組みを，手元のスマートフォ
ン等から検索～予約～支払を一度に行えるように改めて，ユーザーの利便性を大幅に高め
たり，また移動の効率化により都市部での交通渋滞や環境問題，地方での交通弱者対策な
どの問題の解決に役立てようとする考え方の上に立っているサービスが MaaS です。」と
定義している［6］。総務省での定義においては，欧州での定義と同様にマイカー中心の社
会によって引き起こされる交通渋滞などの問題を解決することが期待されている。それに
加えて，総務省における定義では，地方における交通弱者の移動手段となるような活用を
することで，過疎地域におけるモビリティの確保といった問題の解決も期待されているこ
とが分かる。
　MaaS の定義には，日本における MaaS のあり方としての定義も存在する。国土交通省
の日本版 MaaS の定義としては，「都市と地方，高齢者・障がい者等を含む全ての地域，
全ての人が，どのような時でも利用できる仕組みの構築が必要である。特に MaaS は，多
様な MaaS 相互の連携等による「ユニバーサル MaaS」を目指すべきである。併せて，移
動と多様なサービスの連携による高付加価値化や交通結節点の整備等まちづくりとの連携
も，移動円滑化や外出機会の創出等の観点から重要である。このように，「MaaS 相互の
連携によるユニバーサル化」と「移動の高付加価値化」が，望ましいまちづくりの実現に
資する形で位置づけられた MaaS が「日本版 MaaS」であり，その早期実現を目指して取
り組むべきである。」となっている［7］。
　日本版 MaaS の定義では，全ての地域の全ての人がいつでも利用可能なモビリティの実
現を目的としている。日本の大都市においては，鉄道やバス，タクシーなどの公共交通機
関が存在しており，これらの公共交通機関をどのように活用するかが MaaS を実現するた
めに重要となってくる。それに対し，地方においては，既にこれらの公共交通機関の存続
が難しい状況になってきていることから，日本版 MaaS では，地方における公共交通機関
による移動を補う形での MaaS の実現が重要になってくると考えられる。このように，日
本版 MaaS では，欧州における MaaS の定義のように，自動車中心の社会から公共交通へ
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のシフトといった目的を中心としたものだけではないということが分かる。

2.1.2．MaaS の活用レベル
　ここまで，MaaS の定義を見てきたが，MaaS の進展状況の基準として，Jana ら（2017）
によって MaaS の実現レベルが定義されている［8］。MaaS の事例において，実現レベル
を検証する際には，この定義が活用されることが多いということができる。

　この MaaS の実現レベルをそれぞれ説明すると，レベル 0 は「統合化なし」となり，そ
れぞれのサービスが統合されることなく，個別にサービスが提供されている状態であると
いうことができる。レベル 1 は「情報の統合」がされており，交通サービスを提供する各
社の情報が検索可能で，一人旅にフォーカスをした交通サービスの情報提供が行われてい
る状態となる。MaaS の定義に実現レベルを当てはめてみると，レベル 0 とレベル 1 は予
約や決済までの統合が行われていないため，これらのレベルでは MaaS が実現していない
状態であるということができる。
　レベル 2 では「予約・決済の統合」までが実現しており，単一のアプリケーションを利
用することにより，交通サービスの検索から予約，決済までが可能な状態である。このレ
ベル 2 からは，単に交通サービスを検索するだけではなく，その交通サービスを利用する
ための予約や決済までをアプリケーション上で行うことが可能となり，MaaS としての定

 

レベル３
「サービス提供の統合」

レベル０
「統合化なし」

レベル１
「情報の統合」

レベル２
「予約・決済の統合」

レベル４
「社会的目標の統合」

（出所）Jana ら（2017）を元に筆者作成［9］

図表 1　MaaS のレベルの定義
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義を満たすことになる。
　レベル 3 は「サービス提供の統合」まで進展しており，サブスクリプション，つまりは
定額制による契約と責任を含むサービス提供が統合されている状態であるということがで
きる。最後にレベル 4 では「社会的目標の統合」が実現しており，地方や地域，国の政策
などの社会的な目標がモビリティサービスに統合されている状態を指すことになる。
　現在では，フィンランドのヘルシンキやスイス連邦鉄道が MaaS のレベル 3 である
「サービス提供の統合」を達成しており，交通サービスがサブスクリプションによって提
供されていると考えられている。これらの事例では，スマートフォンのアプリケーション
を活用し，さまざまなモビリティを組み合わせた形での定額でのサービスが提供をされて
いる。
　その他，すべての事例を挙げることはできないが，ダイムラーの子会社であるムーベル
やドイツ鉄道などによって，さまざまな国，都市で MaaS のレベル 2 である「予約・決済
の統合」を達成しており，単一のアプリケーションによって交通サービスの検索から，交
通サービスを利用するための予約や決済までが実現していると考えられる。
　しかしながら，切通＝西藤＝野村＝野村（2021）が「現状，国内での都市部での MaaS
の実証実験をみても，特定の交通事業者やそのグループ企業の限定的な参加にとどまって
いるケースが多い。しかし，MaaS 本来の意味，意義に照らし合わせれば，異なる交通事
業者間の協働は必須であるため，こうした意味で，近年の日本版 MaaS の実証実験は，部
分的・限定的なものとも言える。」と指摘している通り，日本における MaaS の実証実験
でのサービスの統合はいまだ限定的であり，MaaS の進展はこれからの段階にあるという
ことができる［10］。
　また，日高＝牧村＝井上＝井上（2020）が「政府があえて「日本版」と銘打つ背景には，
MaaS 発祥の地である欧州と日本の公共交通をめぐる事情の違いがある。欧州の場合，公
共交通はその名の通り，公共のもので，公的主体が担うのが一般的だ。運営は民間企業に
委ねていても，その原資は税金でまかなわれていることが多い。」と述べているように，
日本の公共交通は世界的に見てもかなり特殊な状況に置かれている［11］。
　欧州などにおける公共交通は，その名の通りに公的主体によって担われている。従って，
公共交通機関の間での協業にあたっての調整が比較的に行いやすい状況にあるということ
ができる。それに対して日本では，公共交通が民間によって担われている。そのため，鉄
道やバス，タクシーなどのそれぞれが別の事業者であり，それぞれの事業に何社も入り混
じる状況にある。その結果，MaaS を実現するために必要な協業の調整は非常に複雑で困
難なものになると考えられる。
　さらに，日本においては公共交通が民間によって担われているが，これは家田＝小嶋�

（2021）が「モータリゼーションが先に進捗した欧米の経験から明らかになったことだが，
鉄道やバス等の公共交通は，通常の営利事業としては長期的に持続不可能な場合がほとん
どである。快適で安全な公共交通機関の運行を維持するには非常に多数の利用がなければ
ならず，この条件を満たすところは世界中でもそれほど多くない。日本の首都圏および関
西圏の一部はこの条件を満たす水準で鉄道・バスの利用者が多いが，これは世界的に見て
特異な状況である。」と述べているように，さまざまな条件が重なった結果，民間による
公共交通は日本の大都市圏にのみ成立しているというものである［12］。そうでない過疎
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地域などでの公共交通を民間によって維持することは，昨今のローカル線の状況からして
も非常に難しいということができる。
　これらの日本特有の条件を考慮した上でも MaaS を推進する意味はあると考えられる。
MaaS が実現することにより，切通＝西藤＝野村＝野村（2021）が「従来であれば，鉄道
やバスをはじめとする公共交通と，自転車シェアやカーシェアなどの私的な交通（とみな
されてきた）サービスは個別化されており，検索や予約，決済は当然ながら別々に行う必
要があった。しかし MaaS においては，検索から決済の一連の流れを 1 つのアプリに統合
し，これらを組み合わせることで，利用者への利便性をもたらすことが期待される。」と
している通り，さまざまなモビリティを組み合わせての移動が可能となる［13］。その際に，
MaaS の先行事例である欧州などと比較をして，複数の民間企業によって公共交通が担わ
れている日本では，MaaS アプリ開発の難易度が上がることになる。MaaS を推し進める
ために，その技術的な困難さを克服する必要がある。
　先行事例である伊豆での MaaS の実証実験のプロジェクトリーダである東京急行電鉄
株式会社の森田（2020）は，「当初，JR 東日本は，ムーベルの採用に，首を縦に振らなかっ
た。同社は，MaaS の推進部署を立ち上げ，自社アプリ「Ringo�Pass」の開発など，具体
的に動きだしたところであり，彼らの経験からして，海外のベンダーと組み，精度の高い
アプリが短期間で作れるのかという，一抹の懸念も抱えていたのだ。」としている通り，
日本における MaaS アプリの開発には困難が伴っているということができる［14］。この
実証実験では，欧州においては MaaS のレベル 2 を達成している事業にもかかわっている
ムーベルの MaaS アプリを選択したが，日本における交通サービスに合わせるためのロー
カライゼーションに非常に苦戦をしたようである。その後の実証実験では，ムーベルのア
プリの使用をあきらめ，JR 東日本の構築した Web サービスが採用されている。

2.2．金融情報システムについて
2.2.1．情報システムの開発
　MaaS を実現するためには，さまざまな交通サービスを組み合わせ，利用するための
MaaS アプリや Web サービスが必要となる。この MaaS アプリや Web サービスも情報シ
ステムの一部であり，その開発にはサービスを提供する企業のほかに，情報システムの開
発をするベンダーなどがかかわっている。
　これは，石川＝関川（2008）が「システム構築に際し個々の製品について，その特性と
長所短所をどう評価するか，また，どう組み合わせるか等の検討に必要な専門的知識を持
たないユーザにとって部品を選択決定することは困難である。さらに，情報システムを活
用して，どのように経営課題の達成や問題解決に結びつけるかという点も，ユーザ自身が
独力で解決するのは困難なこともある。以上のような課題の解決のために，専門的に情報
システム構築をサポートする SIer が必要になる。」としている通り，情報システムの開発
では，開発のサポートをするベンダーと協力して開発が進められていくことになる［15］。
　また，情報サービス産業にかかわる事業者の団体である JISA（一般社団法人情報サービ
ス産業協会）の「プロジェクト健全性評価指標」では「発注者にとって，要求仕様をもと
にシステムを設計し完成させることができる技術力のある受託者を選定できることがプロ
ジェクトの基本である。その選定方法はさまざまであるが，過去の実績と保有技術を評価

―�96�―

千葉商大論叢　第 60 巻　第 1 号（2022 年 7 月）



するのが普通である。」としている［16］。
　つまり，JISA は開発に従事する当事者として，技術力と過去の開発実績を重視して選
定していることが分かる。情報システムの開発においては，そのシステムの扱う分野の業
務知識などのノウハウの積み上げがあるかによって，構築する情報システムの質に大きな
差が生じることになる。
　さらに MaaS アプリや Web サービスは，単なるアプリケーションではなく，そこに決
済サービスがかかわってくる。つまり，金融情報システムに関係する機能を有しており，
FinTech にもかかわっているということができる。金融情報システムは金融機関，保険
会社，証券会社，コンピュータメーカー，情報処理会社によって設立された FISC�（公益
財団法人�金融情報システムセンター）が「FinTech 企業は，みずからが主導して金融関
連サービスを提供していることから，顧客に対する一義的な安全対策上の責任は�FinTech�
企業が担うものと解される。そのため，FinTech 企業は，外部委託にとどまらず，サー
ビス全般において，適切な安全対策を実施することが，社会的には期待されている。」と
している通り，他の情報システムと比較しても，FinTech�企業は決済サービスを取り扱っ
ていることから高い信頼性が求められることになる［17］。

2.2.2．金融情報システムとは
　Jana ら（2017）による MaaS の実現レベルの定義によると，レベル 1 までは，「情報の
統合」が実施されていることが求められているため，交通サービスの乗換検索が実施でき
れば達成可能である。乗換検索は，既に利用可能な Web サービスによって達成されてい
る面があると考えられる。しかしながら，レベル 2 の MaaS に求められるのは，「予約・
決済の統合」であり，これらを実現するためには，利用するアプリケーションやサービス
によって決済を行うことができるようになる必要がある［18］。つまり，決済を実行でき
ることから，MaaS アプリや Web サービスは金融情報システムに関係する機能を持って
いるとみなすことができる。
　しかしながら，日本各地で MaaS の実証実験が推し進められている現状では，決済サー
ビスに対して，金融情報システムに関係した FinTech の事業としての慎重な態度を示し
ている実証実験はあまり見受けられない。宿輪（2018）は，「銀行をはじめとした金融の
発展の歴史は，IT の取り込みの歴史と言っても過言ではなかった。IT を活用していくこ
とにその発展があった。しかし，今回の「いわゆるフィンテック」はそうではない。 “逆
に” IT 系の技術者たちが金融に入ってきたのである。そのため，金融では “当たり前” と
しての前提が違うということが多々ある。」といった FinTech 企業のあり方に対しての懸
念点を挙げている［19］。
　また，宮居（2020）も「加盟店もユーザーも安全・安心に利用することのできる仕組み
の運用が，決済サービスでは何よりも重要である。そういった意味では，最近特に百花繚
乱の新興系の決済サービス事業者や，その決済サービスを取り扱う加盟店，さらにキャッ
シュレスを推進する中央省庁にこの認識があるのか，セーフティネットがきちんと整備さ
れているのかについては一抹の不安を感じる。」としており，新興の決済サービス事業者
やキャッシュレスを推進する中央省庁に対して，安全かつ安心な決済サービスが提供され
ているのかを憂慮している［20］。
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　さらに，財務省財務総合政策研究所（2019）が「決済サービスを担う事業者には，社会
的インフラの提供者としての責任や，利用者の金融資産の保全，情報セキュリティの確保
など利用者保護のための対応が求められる。決済サービス事業者に厳しい責任を課せばイ
ノベーションを阻害しかねないが，利用者の権利・利益を損なうような事態の発生は避け
なければならない。」としているように，決済サービスを提供する金融情報システムには，
他の情報システム以上に厳しい責任が求められているということである［21］。
　その他，日本銀行考査局（2000）の「金融機関の決済リスク管理について」が「システ
ムは決済業務を支える最大のインフラであり，大規模な障害が発生した場合には，個別金
融機関の業務継続に大きな打撃を与えるのみならず，その影響が金融機関間の決済全般に
及ぶ可能性がある点には，とくに留意が必要である」としているように，金融情報システ
ムに大規模な障害が発生したときの社会的な影響は非常に大きくなるということができる

［22］。そのために金融情報システムは，他の情報システム以上に高い信頼性が必要となる。
　この点については，日本銀行だけではなく，先述の FISC による「金融機関における
FinTech に関する有識者検討会報告書」においても「FinTech 業務を担う情報システムが，
重大な外部性を有する情報システム及び機微情報を保有する情報システム等（以下「重要
な情報システム」という）に該当する場合は，安全対策における基本原則に従って，社会
的・公共的観点から，その安全対策の達成目標の設定に当たっては，「高い安対基準」の
適用を求めることとなる。そのため，重要な情報システムで使用される FinTech に係る
テクノロジー等が，これまで安対基準で前提とされていない新たな性質を有している場合
には，それを「高い安対基準」に反映する必要がある。」とあるように情報システムの安
全性が重要視されている［23］。
　もちろん，スマートフォンなどで利用されるキャッシュレス決済のアプリなどにも，金融
情報システムと同様の信頼性を有していなければならない。このことは，橋本（2020）が
「キャッシュレス決済アプリは，「信頼」を基とする金融サービスを提供している。通常の
アプリ以上に，利用者からの高い信頼の獲得が求められる。十分な資本の確保とそれに裏
付けされたシステムの認証にかかる安全性の確保が必要である。」としている通りである［24］。
　このように決済サービスを提供する金融情報システムには安心・安全を保障するために
高い信頼性が求められているが，そのような金融情報システムを構築することは簡単なこ
とではない。そこで，自社による開発だけではなく，金融情報システムの開発について経
験豊富なベンダーを活用することも重要となってくる。

3．研究の手法と仮説

　現在，日本における MaaS の先進事例として挙げられるのは，国土交通省による日本版
MaaS 推進・支援事業に継続して採択されている事業ということができる。日本版 MaaS
推進・支援事業とは，国土交通省の令和 3 年度公募要領によると「公共交通とそれ以外の
多様なサービスとをデータ連携により一体的に提供することで，地域が抱える様々な課題
の解決に資する MaaS 事業に対し，日本版 MaaS 推進・支援事業に基づいて支援を行うこ
とにより，新たなモビリティサービスである MaaS の全国への普及を図り，地域や観光地
の移動手段の確保・充実や公共交通機関の維持・活性化だけでなく，地域課題の解決に寄
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与することを目的とする。」ものである［25］。
　仲野（2022）より，3 年間に渡って日本版 MaaS 推進・支援事業に採択されている事業
は 4 つある。具体的には，前橋市を対象とした「MaeMaaS�（前橋版 MaaS）社会実装事業」，
川崎市と箱根町を対象とした「川崎・箱根観光 MaaS 実証実験」，静岡市を対象とした「静
岡型 MaaS 基幹事業実証実験」，京都府与謝野町を対象とした「京都北部地域における
MaaS 実証事業」である［26］。
　令和 3 年度の国土交通省による日本版 MaaS 推進・支援事業に提出された申請書によ
り，これらの先進的な実証実験である 4 つの事業に関しては，いまだ実証実験の段階にあ
るが，MaaS が実現していると定義上は表すことのできるレベル 2 にある程度は相当して
いると考えられる。つまり，MaaS アプリや Web サービスによってさまざまな交通サー
ビスを組み合わせての検索から，予約，決済といった MaaS のレベル 2 に相当する「予約・
決済の統合」を一部実現していると考えられる［27］。
　世界に目を向けると，MaaS の先進事例となるフィンランドのヘルシンキやスイスでは
レベル 3 である「サービス提供の統合」を達成しており，モビリティのサブスクリプショ
ンサービスが実現していると考えられている。ヘルシンキでは Whim という MaaS アプ
リ，スイス連邦鉄道では，SBB�Mobile という MaaS アプリを用いて MaaS を実現してい
る。それぞれのアプリの公式 Web サイトより，Whim と SBB�Mobile の主な機能として
①ルート検索機能，②地図検索機能，③予約・決済機能，④その他サービス機能の 4 つを
挙げることができる［28］［29］。
　日本においては，MaaS に関連したアプリのデータ連携を円滑に行うために国土交通省
よって「MaaS 関連データの連携に関するガイドライン」が定められている［30］。先行研
究により，MaaS の推し進められている諸外国では，公共交通はその名の通り公共事業によっ
て賄われているのに対し，日本では公共交通を複数の民間事業者が分担して行われている
ことが明らかになっている。そのため，複数の事業者が協力をして MaaS を実現する必要
があることから，MaaS アプリのデータ連携に関するガイドラインが定められている。ガイ
ドラインから，MaaS アプリで連携すべきとされている主要なデータは図表 2 の通りとなる。

図表 2　MaaS 関連データ
1．公共交通等関連データ
 　静的データ：駅構内図，バリアフリー情報，車両情報
 　動的データ：運行情報，列車ロケーション情報，リアルタイム混雑情報（車両）

2．MaaS�予約・決済データ
 　MaaS 予約データ：予約情報，予約履歴
 　MaaS 決済データ：決済情報，決済利用・通過情報

3．移動関連データ
 　移動実績関連：経路検索履歴データ，位置履歴データ
 　連携サービスの利用関連：サービス予約履歴データ

4．関連分野データ
 　連携サービス関連：サービス内容，混雑内容
 　地図関連：歩行者用ネットワークデータ
 　インフラ関連：インフラ情報
 　車両等の移動関連：自動車 / 自転車 / 歩行者 / 車椅子の移動データ

（出所）国土交通省「MaaS�関連データの連携に関するガイドライン」を元に筆者作成［31］
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　これらのデータ連携の対象をもとにして MaaS アプリの機能を考えると，MaaS アプリ
に共通して求められる機能は概ね，Whim や SBB�Mobile と同等のものになると考えられ
る。これまでの検討をもとにして，MaaS アプリに求められる基本的な機能をまとめると
図表 3 の通りになると考えられる。

　また，MaaS アプリには決済機能が備わっているため，金融情報システムに関係する機
能を有しており，FinTech にもかかわっているということができる。そのため，通常の
アプリやサービス以上に信頼性が求められることになる。信頼性の高いアプリやサービス
を構築するためには，開発経験やノウハウの蓄積が重要になると考えられる。
　これまでの MaaS アプリや Web サービスの機能，金融情報システムにかかわる開発経
験などの検討をもとにして，仮説 1，仮説 2 を導出する。

仮説 1：
　日本版 MaaS の実証実験を 3 年間に渡って継続している 4 つの事業の MaaS アプリや
Web サービスは，①ルート検索機能，②地図検索機能，③予約・決済機能，④その他サー
ビス機能といった MaaS を実現するために求められる基本的な機能が利用可能となって
いる。
仮説 2：
　MaaS アプリや Web サービスを開発するにあたって，4 つの事業は MaaS を実現する
ために求められる基本的な機能と同等の機能を持ったアプリやサービスの開発の経験を有

図表 4　日本版 MaaS 推進・支援事業の継続事業
地域 事業名

前橋市 MaeMaaS�（前橋版 MaaS）社会実装事業

川崎市，箱根町 川崎・箱根観光 MaaS 実証実験

静岡市 静岡型 MaaS 基幹事業実証実験

京都府与謝野町 京都北部地域における MaaS 実証事業

（出所）仲野（2022）を元に筆者作成［32］

図表 3　MaaS アプリに求められる機能
MaaS アプリの機能

①　ルート検索機能
　　出発地と目的地を入力する乗換案内機能が実装されている。

②　地図検索機能
　　地図から出発地と目的地を入力する乗換案内機能が実装されている。

③　予約・決済機能
　　乗換案内をもとに予約をし，決済をする機能が実装されている。

④　その他サービス機能
　　クーポンの発行や情報案内などのサービス機能が実装されている。

（出所）筆者作成
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している。

　これらの仮説を日本版 MaaS 推進・支援事業に 3 年間に渡って継続して採択されている
4 つの事業に対して適用し，分析を実施する。4 つの事業は図表 4 にまとめた通りである。

4．分析

　本研究では，日本版 MaaS 推進・支援事業に 3 年間に渡って継続して採択されている 4
つの事業を対象として分析を実施する。それぞれの事業で活用された MaaS アプリや
Web サービスが MaaS を実現するために必要とされる基本的な機能を利用することが可
能となっているかとそれぞれの事業は MaaS アプリや Web サービスを開発する以前に同
等の機能を持ったアプリやサービスの開発経験を有しているかを調査することで仮説の検
証を実施する。

4.1．MaeMaaS （前橋版 MaaS）社会実装事業
　「MaeMaaS�（前橋版 MaaS）社会実装事業」は前橋市を対象とした MaaS の実証実験で
ある。MaeMaaS は，2022 年 3 月 31 日に実証実験の期間が終了した後も一部サービスを
除いて，9 月 30 日まで実証実験を延長中であることからも，前向きに実証実験を行って
いる事業であるということができる［33］。
　令和 3 年度の「MaeMaaS�（前橋版 MaaS）社会実装事業」では，MaaS アプリではなく，
Web サービスである MaeMaaS を使用している。MaeMaaS は，東日本旅客鉄道株式会社
（以後：JR 東日本）のモビリティ・リンケージプラット・フォームの共通 ID を作成する
ことで利用をすることができる。モビリティ・リンケージプラット・フォームとは，JR
東日本の MaaS・Suica 推進本部の小野次長によると，「移動のための検索・手配：決済を
ワンストップで提供する「モビリティ・リンケージ・プラットフォーム」を構築し，「シー
ムレスな移動」「総移動時間の短縮」「ストレスフリーな移動」の実現を目指している。」
プラットフォームである［34］。
　このモビリティ・リンケージ・プラットフォームは，共通 ID である JaM�id に登録を
することで，MaeMaaS をはじめ，Ringo�Pass，JR 東日本アプリ，ごのたび，サフィール
Pay，BUSKIP，TOHOKU�MaaS，旅する北信濃などのサービスを利用することができる
ようになるものである［35］。
　ここで，MaeMaaS の機能について検証をする。前橋市の「令和 3 年度『MaeMaaS�（前
橋版 MaaS）』実証実験【実施中】」より，①ルート検索機能，②地図検索機能，③予約・
決済機能，④その他サービス機能のそれぞれの機能を有していることが分かる。③予約・
決済機能としては，デマンド交通の予約とフリーパスの購入決済のみに対応しており，一
部の機能を有しているということができる。④その他サービス機能としては，クーポンに
よる割引やマイナンバーカードを活用した地元割引，さらに地域の混雑状況の確認などを
利用することができるようになっている［36］。これらの MaeMaaS のサービス内容につ
いては，前橋市による「令和 3 年度前橋版�MaaS�（MaeMaaS）と商業連携施策について」
にもまとめられている［37］。
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　さらに MaeMaaS の実証実験では，フリーパスの導入も実施されている。前橋市の
「《R3MaeMaaS 実証》デジタルフリーパス」によると，市内のバスや上毛電気鉄道の 1
日フリー切符を MaeMaaS で購入し，利用することができるようになっている［38］。こ
れらのフリーパスはマイナンバーカードを登録することで，前橋市民は割引価格で購入す
ることができる。
　以上から，MaeMaaS では，③予約・決済機能に関しては一部機能の実現にとどまって
いるものの，①ルート検索機能，②地図検索機能，④その他サービス機能のそれぞれの機
能を概ね有しており，さらにはフリーパスによるサブスクリプションに近い形での実証実
験を行っていたことが明らかとなった。まとめると図表 5 の通りである。

　続いて MaeMaaS を開発するまでに JR 東日本による同等の機能を持ったアプリや Web
サービスの開発経験があるのかについて検証を進める。JR 東日本は，MaeMaaS などの
モビリティ・リンケージ・プラットフォームをリリースする以前の 2014 年 3 月に「JR 東
日本アプリ」をリリースしている［39］。この時点では，列車の運行状況や駅の情報など
の提供が中心であり，MaaS アプリで求められる機能はほとんど持っていないアプリで
あった。
　その後，2016 年 1 月のアップデートで，旅行商品ではあるが，「JR 東日本ダイナミッ
クレールパック」の申し込みがアプリから行えるようになっている［40］。さらに，2020
年 7 月のアップデートで，えきねっとアプリとの連携をすることで新幹線などの指定券の
予約などができるようになった［41］。このように，すべての切符などの予約，決済に対
応をしている訳ではないが，ツアーや指定券などの予約，決済がある程度は行えるように
なっていることから，限られた機能ではあるが③予約・決済機能の開発経験があることが
分かった。さらに，2017 年 3 月のアップデートで，乗換案内機能が提供されるようになり，
①ルート検索機能が利用可能となった［42］。
　また，④その他サービス機能に関しては，2015 年 9 月のアップデートで Suica の残高
が確認できるようになり，2019 年 2 月のアップデートでは駅の混雑状況の提供が始まっ
ている［43］［44］。加えて，2019 年 4 月のアップデートでゲームの利用ができようになっ
た［45］。まとめると図表 5 の通りである。
　以上のように，MaeMaaS を開発するまでに JR 東日本では，①ルート検索機能，③予約・
決済機能，④その他サービス機能の開発経験を有していることが明らかとなった。③予約・
決済機能に関しては，すべてが対象となっている訳ではないが，指定券やツアーなどある

図表 5　MaeMaaS （前橋版 MaaS）社会実装事業の検証
MaaS アプリの機能 開発経験

①　ルート検索機能 〇 〇

②　地図検索機能 〇 ×

③　予約・決済機能 △
（デマンド交通やフリーパスのみ）

△
（ツアーや指定券のみ）

④　その他サービス機能 〇 〇

（出所）筆者作成
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程度の範囲で予約，決済機能は利用できるようになっていると考えられる。②地図検索機
能に関しては，駅構内の案内などの機能は存在しているものの，JR 東日本アプリには実装
されていない。これには，鉄道会社の構築した情報サービスであり，駅を基点としての検
索が中心となるため，地図からの検索が実装されていなかったのではないかと考えられる。

4.2．川崎・箱根観光 MaaS 実証実験
　次に，川崎市と箱根町を対象とした「川崎・箱根観光 MaaS 実証実験」では，小田急電
鉄株式会社の開発した MaaS アプリである EMot�（エモット）を使用している。
　EMot は，2019 年 10 月にリリースされた MaaS アプリであり，ニュースリリースによる
と「EMot は，ユーザーの日々の行動の利便性をより高め，新しい生活スタイルや観光の
楽しみ方を提案するアプリです。」とある。リリース時点での機能は，「複合経路検索」と「電
子チケットの発行」である［46］�［47］。複合経路検索機能は，地図からの検索には対応を
していないため，①ルート検索機能のみ実施可能である。また，電子チケットの発行機能は，
飲食チケットが購入可能であり，④その他サービス機能も有していることが分かる。
　その後，2020 年 10 月に EMot はバージョン 2.0 と大きくアップデートがされている。
バージョン 2.0 では，「より直感的にご利用いただけるよう地図をベースにした「基本デ
ザインの変更」をいたします。」とあるように，ユーザにとって使いやすいアプリとなる
ようなアップデートが実施されている［48］。複合経路検索機能も基本デザインの変更に
合わせてアップデートされており，地図からの経路検索が行えるようになった。このアッ
プデートにより，②地図検索機能が実装されたということができる。また，鉄道の切符で
はないが，オンデマンド交通の手配・決済にも対応をしていることから，③予約・決済機
能には一部対応をしているということが分かる。
　さらに EMot は，2021 年 9 月のアップデートで特急券の販売に対応をしている［49］。
通常の切符の販売までには至ってはいないが，特急券やデマンド交通，フリー切符などの
販売による決済には対応が進んでいることが明らかになった。
　以上から，EMot も MaeMaaS と同様に，③予約・決済機能に関しては一部機能の実現
にとどまっているものの，①ルート検索機能，②地図検索機能，④その他サービス機能の
それぞれの機能を概ね有しており，さらにはフリーパスによるサブスクリプションに近い
形での実証実験を行っていたことが明らかとなった。まとめると図表 6 の通りである。

図表 6　川崎・箱根観光 MaaS 実証実験の検証
MaaS アプリの機能 開発経験

①　ルート検索機能 〇 ×

②　地図検索機能 〇 ×

③　予約・決済機能 △
（デマンド交通や特急券フリーパスのみ）

△
（特急券のみ）

（e-Romancecar）

④　その他サービス機能 〇 〇（小田急アプリ）

（出所）筆者作成
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　続いて EMot を開発するまでの小田急電鉄株式会社による同等の機能を持ったアプリや
Web サービスの開発経験があるのかについて検証を進める。小田急電鉄株式会社は，
EMot をリリースする以前の 2017 年 6 月に「小田急アプリ」をリリースしている［50］。
リリースの時点で小田急アプリに実装されていた機能は，リアルタイム運行情報やホーム
図，災害発生時に小田急線各駅付近の避難場所などを案内する地図情報といったものであ
り，④その他サービス機能の実装にとどまっている。
　その後，2022 年 4 月の大幅リニューアルで「列車混雑予報」と「列車遅延予測」機能
が追加をされている［51］。これらも既にリリースされている④その他サービス機能に含
まれる機能である。また，フリーパスのなどの購入も可能になっているが，これは EMot
に遷移をする形で実現をしている。
　このように，小田急アプリは情報提供が中心で，MaaS アプリのような乗換案内サービ
スなどは実装されていないことが分かる。そこで，ロマンスカーの特急券を予約，決済ま
で行うことができる e-Romancecar に目を向ける。e-Romancecar は 2013 年 3 月にリリー
スされた Web サービスである［52］。特急券のみと限定されたサービスではあるが，検
索された経路の特急券を予約し決済するといった③予約・決済機能を持ったシステムの構
築は行った経験があると考えられる。
　続いて，MaaS アプリにとってもっとも基本的な機能である①ルート検索機能について検
討をする。小田急アプリにおいてはルート検索機能が実装されていなく，e-Romancecar に
おいてもロマンスカーが停車する駅のみの検索と限定された検索機能となっている。
　しかしながら，MaaS アプリである EMot には限定された検索機能ではなく，ルート検索
機能が当然のことながら実装されている。これには，EMot に活用されている小田急電鉄株
式会社のオープンな共通データ基盤である「MaaS�Japan」の開発に，株式会社ヴァル研究
所の支援を得ていることが大きいと考えられる［53］。株式会社ヴァル研究所は，日本初の
乗換案内サービスである「駅すぱあと」を 1988 年に開発した企業である［54］。まとめる
と図表 6 の通りである。
　以上から，EMot を開発するまでに小田急電鉄株式会社では，③予約・決済機能，④そ
の他サービス機能の開発経験を有していることが明らかとなった。③予約・決済機能に関
しては，ロマンスカーの特急券のみとかなり限定された範囲での予約，決済機能の実装と
なっていたと考えられる。②地図検索機能に関しては，JR 東日本アプリと同様に鉄道会
社の構築した Web サービスであったことから，駅を基点としての検索が中心となるため，
地図からの検索が実装されていなかったのではないかと考えられる。
　最後に，①ルート検索機能に関しては，EMot を開発するまでに小田急電鉄株式会社に
は経験がなかったようであるが，そこは乗換案内サービスの老舗企業である株式会社ヴァ
ル研究所の支援を得ることによって解決をしていると考えられる。

4.3．静岡型 MaaS 基幹事業実証実験
　次に，静岡市を対象とした「静岡型 MaaS 基幹事業実証実験」においても，「令和 3 年
度日本版 MaaS 推進・支援事業」の公募の申請書類によると小田急電鉄株式会社の MaaS
アプリである EMot を利用すると記載されている［55］。
　しかしながら，令和 3 年度の「静岡型 MaaS 基幹事業実証実験」の結果を見る限りでは，
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EMot は利用されなかったようである。「静岡型 MaaS 基幹事業実証実験」は，大きく分
けて 3 つの実証実験を行っている。「1．AI オンデマンド交通「玉川のりあい号」運行」，
「2．静鉄に乗ってお得にお買い物しよう！キャンペーン」，「3．新たな移動サービス『え
らべるデマンド』実証実験」である。ただし，3．に関しては，日本版 MaaS 推進・支援
事業の対象ではないとしている［56］。
　それぞれの実証実験について見ていくと，「1．AI オンデマンド交通「玉川のりあい号」運
行」は，株式会社 NTTドコモの「AI 運行バス」を活用したオンデマンドバスによる交通サー
ビス提供の実証実験である［57］。MaaS の実現において，オンデマンドバスの活用は重要で
あるが，「玉川のりあい号」の実証実験では，アプリを利用してバスを呼び出すのみであり，
他の交通の連携などの MaaS の定義として求められる要素は有していないと考えられる。
　また，「2．静鉄に乗ってお得にお買い物しよう！キャンペーン」は，LINE アプリなど
を用いてクーポンが抽選で当たったり，プレゼントをされたりする実証実験である［58］。
この実証実験も鉄道の利用促進につながる可能性はあるものの，MaaS としての実証実験
の要素は薄いと考えられる。
　最後に，日本版 MaaS 推進・支援事業の対象ではないが「3．新たな移動サービス『え
らべるデマンド』実証実験」について検証をする。「えらべるデマンド」も「1．AI オン
デマンド交通「玉川のりあい号」運行」と同様にオンデマンドバスによる交通サービス提
供の実証実験である［59］。この実証実験では，株式会社 NTT ドコモの「AI 運行バス」
ではなく，株式会社未来シェアの「SAVS」が活用されている。「えらべるデマンド」の
実証実験でも，アプリを利用してバスを呼び出すのみであり，他の交通の連携などの
MaaS の定義として求められる要素は有していないと考えられる。
　ここで，参考として MaaS アプリを導入していた令和 2 年度の「静岡型 MaaS 基幹事業
実証実験」のアプリについて検証をする。この実証実験では，静岡鉄道株式会社が MaaS
アプリである「しずてつ MapS!」をリリースしている［60］。しずてつ MapS! は，日本ユ
ニシス株式会社が開発を担当し，②地図検索機能とオンデマンドバスのみの対応ではある
が③予約・決済機能，クーポンや近隣店舗等の立ち寄りスポット案内，リアルタイム混雑
情報・快適乗車予報提供などの④その他サービス機能が実装されている。鉄道関係の予約，
決済は実装されていないことから，①ルート検索機能の実装はされていないものと考えら
れる［61］。まとめると図表 7 の通りである。

図表 7　静岡型 MaaS 基幹事業実証実験の検証
MaaS アプリの機能（参考） 開発経験

①　ルート検索機能 × ―

②　地図検索機能 △
（オンデマンド交通のみ） ―

③　予約・決済機能 △
（オンデマンド交通のみ） ―

④　その他サービス機能 〇 ―

（出所）筆者作成
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　また，静岡鉄道株式会社は，MaaS アプリである「しずてつ MapS!」をリリースするま
でに，検索機能などの MaaS アプリに求められる機能を持ったアプリや Web サービスの
開発経験はなかったようである。Web サービスとして，タクシーの配車サービスや高速
バスの予約，決済などは実施しているが，それらは他社のサービスの活用である。このよ
うに自社でのアプリや Web サービスの開発経験が乏しかったことから，歴史あるシステ
ムインテグレータである日本ユニシス株式会社がアプリの開発に協力をしている。
　以上から，令和 3 年度の「静岡型 MaaS 基幹事業実証実験」は，地方における交通のあ
り方としての実証実験は実施されているが，定義上の MaaS を実現するための実証実験の
推進という面では MaaS アプリの活用を行っていた令和 2 年度の実証実験からは後退し
た面があったと考えられる。

4.4．京都北部地域における MaaS 実証事業
　最後に，京都府与謝野町を対象とした「京都北部地域におけるMaaS 実証事業」では，
MaaSアプリとしてCommunity�Mobility 株式会社の「mobi�（モビ）�Community�Mobility」
を使用している。
　この mobi�Community�Mobility は，WILLER 株式会社と KDDI 株式会社の合弁会社で
ある Community�Mobility 株式会社から 2022 年 1 月にリリースされたアプリである［62］。
　WILLER 株式会社は，mobi�Community�Mobility の前にも，「WILLERS」というMaaS
アプリを提供していたが，現在は mobi�Community�Mobility に統合をされているようであ
る［63］。
　ここでは，「京都北部地域における MaaS 実証事業」で活用されている MaaS アプリで
ある mobi�Community�Mobility を対象として分析を進める。mobi�Community�Mobility
は，地図から乗車位置，降車位置の指定をする②地図検索機能，そして，オンデマンドの
タクシーの予約，決済をするための③予約・決済機能を有している。このオンデマンドの
タクシーには，サブスクリプションのサービスも存在する［64］。加えて，高速バスの予約，
決済から京都丹後鉄道の回数券や定期券を購入し，QR コードを表示する機能も実装され
ている［65］。さらに，④その他サービス機能としては，クーポンの発行などが実装され
ている［66］。
　MaaS アプリの機能としては，基本となる①ルート検索機能であるが，mobi�Community�
Mobility はオンデマンドのタクシーでの利用がサービスの中心となっていることから，地図
からの検索のみであり，ルート検索機能は実装されていない。これは，しずてつ MapS! と
同様の傾向であるということができる。
　以上から，mobi�Community�Mobility は，①ルート検索機能は実装されていないものの，
オンデマンドタクシーの②地図検索機能，オンデマンドタクシーや高速バス，鉄道の予約，
決済といった③予約・決済機能，④その他サービス機能のそれぞれの機能を概ね有してお
り，フリーパスによるサブスクリプションに近い形での実証実験を行っていたことが明ら
かとなった。さらには，mobi�Community�Mobility は実証実験だけではなく，国内のい
くつかの地域で実際のサービスとしても提供をされている。mobi�Community�Mobility
についてまとめると図表 8 の通りである。
　続いて mobi�Community�Mobility�を開発するまでの WILLER 株式会社による同等の機
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能を持ったアプリや情報サービスの開発経験があるのかについて検証を進める。WILLER
株式会社は，バス事業から始まった企業であり，高速バスを予約，決済する Web サービ
スをリリースしている［67］［68］。同様の機能として，フェリーの予約，決済も行うこと
ができる［69］。このことから，複数の交通手段を交えた①ルート検索機能ということは
できないが，路線などの選択は可能な機能は実装されている。その他，観光列車・企画乗
車券の予約といった④その他サービス機能も Web サービスで実装されている［70］。ま
とめると図表 8 の通りである。
　以上のように，mobi�Community�Mobility を開発するまでに WILLER 株式会社では，
一部の①ルート検索機能，③予約・決済機能と④その他サービス機能の開発経験を有して
いることが明らかとなった。鉄道や路線バス，オンデマンド交通のルート検索は，高速バ
スやフェリーのルート検索と比較して，非常に複雑なものになる。これらの機能の開発経
験に関しては，先行してリリースした MaaS アプリである WILLERS の経験が活用され
ていると考えられる。また，②地図検索機能に関しては，JR 東日本アプリや EMot と同
様に，高速バスが中心の企業の構築した情報サービスであったことから，バスターミナル
を基点としての検索が中心となるため，地図からの検索が実装されていなかったのではな
いかと考えられる。

5．結論

　これまでの分析をもとに，それぞれの実証実験の MaaS アプリや Web サービスの機能
を一覧にまとめたものが図表 9 である。図表 9 からも分かる通り，MaaS を実現する上で
重要な機能である③予約・決済機能については，1 日券などのフリーパスが中心で決済が
可能となっているのみであり，乗車ごとの決済はほとんど実装されていないことが分かる。
これには，日本における鉄道の料金体系が複雑であることから，実証実験の段階ではフリー
パスを採用しているものと推測される。
　また，①ルート検索機能に関しては，静岡市（日本ユニシス株式会社）と京都府与謝野
町（WILLER 株式会社）の実証実験の MaaS アプリでは実装がされていない。これには，
実証実験で利用をする交通サービスの中心がオンデマンド交通であることから，ルート検
索を実装する必要がなかったと考えられる。その代わりに，これらの 2 つの実証実験では，

図表 8　京都北部地域における MaaS 実証事業の検証
MaaS アプリの機能 開発経験

①　ルート検索機能 × △
（高速バス，フェリー）

②　地図検索機能 △
（オンデマンド交通のみ） ×

③　予約・決済機能 〇
（高速バス，鉄道も可能）

△
（高速バス，フェリー）

④　その他サービス機能 〇 〇

（出所）筆者作成

―�107�―

仲野友樹：日本版 MaaS の実証実験における MaaS アプリに関する研究



オンデマンド交通のための②地図検索機能が実装をされている。これらの②地図検索機能
に関しては，オンデマンド交通の検索のみといった限定された機能の実装ではあるが，す
べての実証実験の MaaS アプリや Web サービスで実装されていることが明らかとなっ
た。その他，④その他サービス機能に関しては，すべての MaaS アプリや Web サービス
で機能が実装されている。
　以上から，「日本版 MaaS の実証実験を 3 年間に渡って継続している 4 つの事業の
MaaS アプリや Web サービスは，①ルート検索機能，②地図検索機能，③予約・決済機能，
④その他サービス機能といった MaaS を実現するために求められる基本的な機能が利用
可能となっている。」とした仮説 1 は概ね成立していたと考えられる。

　次に，アプリや Web サービスの開発経験についてまとめたものが図表 10 である。図
表 10 から，それぞれの事業で MaaS アプリや Web サービスの開発を担当した企業の
MaaS アプリに求められる機能の開発経験が想定していたよりも少なかったということが
分かる。
　それまでにアプリもサービスも開発していなかった静岡市を除いて，すべての事業で②
地図検索機能の開発経験がなかった。これには，地図からルートを検索するという機能が
オンデマンド交通などを活用する MaaS によって重視されるようになった機能であるこ
とが考えられる。従来の鉄道やバスなどの交通サービスでは，駅やバス停が基点であり，
そこからルート検索を行うことができればルートを検索する上での機能としては充分で
あったと考えられる。
　また，①ルート検索機能に関しては，前橋市（JR 東日本）も一部ではあるが京都府与
謝野町（WILLER 株式会社）の実証実験で MaaS アプリや Web サービスの開発を担当し
た企業には開発経験があったのに対し，意外なことに川崎市，箱根町（小田急電鉄株式会
社）の実証実験で MaaS アプリや Web サービスの開発を担当した企業には開発経験がな
かった。この開発経験がなかった点については，MaaS アプリである EMot を開発する際
に，乗換案内サービスの老舗企業である株式会社ヴァル研究所の支援を得ることで解決を
していたと考えられる。
　続いて③予約・決済機能については，特急券や高速バスなど乗り換えがなく，乗車と降
車の明確な交通サービスの範囲の開発経験に留まっていることが分かる。このことからも，
日本において MaaS アプリを開発する際には，鉄道やバスの通常の乗車の予約，決済の開

図表 9　MaaS アプリの機能の比較
MaaS アプリの機能

前橋市 川崎市
箱根町

静岡市
（参考）

京都府
与謝野町

①　ルート検索機能 〇 〇 × ×

②　地図検索機能 〇 〇 △ △

③　予約・決済機能 △ △ △ 〇

④　その他サービス機能 〇 〇 〇 〇

（出所）筆者作成
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発経験やノウハウの蓄積に乏しいということができる。さらに，日本では Suica や
PASMO といったカード式の電子マネーが既に存在しているため，この運賃の決済に関す
る MaaS アプリとの使い分け等の悩ましい問題が存在していることになる。④その他サー
ビス機能に関しては，すべての MaaS アプリで機能が実装されている。
　以上から，「MaaS アプリや Web サービスを開発するにあたって，4 つの事業は MaaS
を実現するために求められる基本的な機能と同等の機能を持ったアプリやサービスの開発
の経験を有している。」とした仮説 2 に関しては，充分な機能としての開発経験があるのが，
④その他サービス機能のみで，①ルート検索機能，③予約・決済機能はかなり限定された
機能のみの開発経験であり，②地図検索機能の開発経験はなかったことから，おおよそ半
分程度の成立であったと考えられる。

　今回の調査研究により，国土交通省の日本版 MaaS 推進・支援事業に 3 年間に渡って継
続して採択されている 4 つの事業の MaaS アプリや Web サービスが有している機能と開
発を担当した企業のアプリやサービスの開発経験について明らかにすることができた。
　結果として，日本版 MaaS の実証実験で活用された MaaS アプリや Web サービスは，
MaaS アプリに求められる機能を概ね満たしているということが分かった。しかしながら，
アプリやサービスの開発経験では，地図検索機能の開発経験がなく，決済機能の実装が特
急券や指定券のみの限定的なものであり，経験やノウハウの蓄積に不足した面があること
も明らかとなった。今後，MaaS を進展させる上で，フリーパスではなく，運賃に合わせ
た決済を MaaS アプリや Web サービスに実装する際には，乗車ごとの決済といった機能
の実装を克服する必要があると考えられる。
　また，日本版 MaaS では，欧州の MaaS のように，マイカーから公共交通へのシフトと
いった目的だけではなく，過疎地域における交通サービスの維持するためのオンデマンド
交通の活用といった側面があることを示唆する結果を得ることができた。過疎地域におけ
る交通サービスの維持のための日本版 MaaS は，欧州での MaaS の実現レベルの定義はそ
のままでは当てはまらず，その進展状況を測ることが難しいということも明らかとなった。
　今後は日本版 MaaS の対象として言及をしている過疎地域おける MaaS を対象として，
分析を進めていきたいと考えている。

図表 10　開発経験の比較
開発経験

前橋市 川崎市
箱根町 静岡市 京都府

与謝野町

①　ルート検索機能 〇 × － △

②　地図検索機能 × × － ×

③　予約・決済機能 △ △ － △

④　その他サービス機能 〇 〇 － 〇

（出所）筆者作成
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〔抄　録〕

　本研究では，3 年間に渡って継続して国土交通省の日本版 MaaS 推進・支援事業に採択
された 4 つの事業を対象として，日本における MaaS アプリの備えている機能と開発を担
当した企業の開発経験について明らかにすることを目的とした。
　結果としては，4 つの事業の MaaS アプリや Web サービスは，①ルート検索機能，②
地図検索機能，③予約・決済機能，④その他サービス機能といった MaaS を実現するため
に求められる基本的な機能が概ね備わっていることが分かった。
　また，MaaS アプリや Web サービスを開発するにあたって，MaaS を実現するために
求められる基本的な機能と同等の機能を持ったアプリやサービスの開発経験は半分程度の
機能の開発経験のみであり，決済サービスの開発経験やノウハウの蓄積に不足した面があ
ることも明らかとなった。
　今後，MaaS を進展させる上で，フリーパスではなく，運賃に合わせた形での決済を
MaaS アプリや Web サービスに実装する際には，この面の克服が必要となる考えられる。
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